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●急激な物価上昇や円安下で、海外赴任者からの給与に関する不安の声にどう対応すべきか
●休職期間中、時効により消滅する年次有給休暇をどう取り扱うべきか
●パートタイマーのシフト決定後に、出勤日や勤務時間帯を変更してもよいか
●テレワーク時の中抜けを申告しなかった社員に対し、懲戒処分を科すことは可能か
●アルコールチェックが義務化された際、どのような点に留意すべきか
●副業により過重労働となっている社員に対し、副業をやめさせることはできるか
●体重の減少が明らかな社員に受診を勧めることはセクハラに当たるか
●基本給・手当の支給反映月が異なる場合、随時改定の起算月はどのように取り扱うべきか
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